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サマリー
電気通信市場

• 5G商用サービスはEU全27加盟国で開始済
• EU加盟国のほとんどの国は5G周波数について700MHzと3.6GHz帯を展開しているが、26GHz帯の展開がなお課
題。2023年中に欧州の通信事業者の多くが3Gネットワークの提供を終了する予定

• ブロードバンド接続の普及率は農村との格差が顕著。衛星通信を強化する動きもある
情報通信事業者

• イギリス・スペインでは、5Gへの投資強化を目的としたMNO同士の事業統合の動きがある
情報通信法制

• 唯一欧州電子通信コード（EECC）指令を国内法化していないアイルランドも2023年にEECCを国内法とする見込み
• 早ければ2023年にeプライバシー規則が正式に採択される見込み
• データガバナンス法は、2023年9月に適用開始予定
プラットフォーム法制

• 2023年にEUデジタル市場法（DMA）が施行され、同年中に適用対象が指定される見込み。Appleは対応を開始
• EUは2023年にプラットフォームからの通信インフラ運営費用徴収につき公開諮問を開始、年内草案公表可能性あり

AI法制
• AI規制案は、早ければ2023年上旬に発効する見込み
その他の法規制

• EUは2023年にメタバース規則の方向性を明確にする予定。EU統一充電端末指令に準拠する形でiPhone15には
USB-Cが導入される可能性が高い
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電気通信市場：5Gカバレッジと普及率
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• 5G商用サービスはEU全27加盟国で開始済、人口カバレッジは72％に達している
• 2023年、西欧の5G契約数は1.5億、主要5カ国（英仏独伊西）の5G普及率は20％-40％前後に達する見込み
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出所：5g observatory ， Ofcom ， telegeography , ETNO

欧州市場の低価格競争と市場断片化の結果
•MNOは売上の低下により高騰する5Gネットワーク費用を負担するのが困難
（2021年欧州平均電気通信消費額33.8€/月、日本52.9€・韓国36.1€）

•データ使用量の低下により5Gをプレミアム商品として販売するのが困難
（2021年欧州平均データ使用量8.52GB/月、日本12.1GB、韓国12.5GB、ア
メリカ10.62GB）

•事業者の統合が進まず
（欧州において50万以上のユーザーを有する事業者グループ数は38社、日本は4、
韓国は3、アメリカは7）、電気通信事業者間の共同投資・協力の実現は困難

【現状】
• 2022年2月にリトアニアが5G商用サービスを開始。これにより、EU全27加盟国で5Gが商用化
• EUが2021年に発表した2030年の新目標「デジタル・コンパス」では、2030年までにEU全領域での5Gカバレッジを達成
するとしている。2022年10月時点で、EU全27加盟国での5G人口カバレッジは72％（イギリスは77％）

【展望】
• 2023年、西欧の5G契約数は1.5億に達する予想
• 同年、西欧主要5カ国（英独仏伊西）の普及率は20％-40％前後に達する予想（下左のグラフ）
• エネルギー費用の高騰と欧州市場の低価格競争・断片化（下右の表）により、欧州における5Gの普及率伸長に遅れ

https://5gobservatory.eu/wp-content/uploads/2022/10/QR-17-Final-v3-CLEAN.pdf
https://www.ofcom.org.uk/research-and-data/multi-sector-research/infrastructure-research/connected-nations-2022
https://www.telegeography.com/products/globalcomms-forecast-service/forecasts-by-segment/total-mobile-penetration/5g-penetration/index.html
https://etno.eu/downloads/reports/state_of_digi_2022.pdf
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電気通信市場：5G周波数割当と3Gサンセット
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• 5G周波数確保等を目的として、2023年に欧州事業者は3Gネットワークを終了する予定
• イギリスは、2023年に、24GHz及び40GHz帯を割り当てる可能性

【2023年に3G終了予定の欧州電気通信事業者一覧】

国 事業者 終了予定

エストニア Telia 12月31日

フィンランド DNA,Elisa,Telia 12月31日

ハンガリー Telenor 12月31日

ポーランド T-Mobile 1月1日

ポルトガル Vodafone 3月31日

スロバキア Slovak Telekom 12月31日

スウェーデン Telia 12月31日

イギリス Vodafone 12月31日

出所：5g observatory, Ofcom, Emnify

【現状】
• 2022年10月時点でEU全27加盟国中、21カ国が700MHz帯を、

25カ国が3.6GHz帯を、8カ国が26GHz帯を採用
【参考】26GHz利用国（クロアチア、デンマーク、ドイツ、ギリシャ、

イタリア、スロベニア、スウェーデン、フィンランド）

【展望】
• イギリスでは、2022年に規制当局Ofcomが26GHzと40GHz
について公開諮問を行い、2023年に割り当てる可能性

• 5G周波数の確保等を目的として、多くの事業者が3Gネットワークを
終了する見込み
（例：Deutsche Telekomは2021年6月30日、Telefonicaは2021年12月
30日）。2023年、北欧・東欧の事業者は3Gネットワークを終了予定（右表参照）

https://5gobservatory.eu/wp-content/uploads/2022/10/QR-17-Final-v3-CLEAN.pdf
https://www.ofcom.org.uk/__data/assets/pdf_file/0027/237258/mmwave-spectrum-condoc.pdf
https://www.emnify.com/blog/global-2g-3g-phase-out#Europe
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 欧州は高速ブロードバンド接続を推進
•人々のデジタルスキルの向上
•デジタルインフラの整備

【展望】
• 欧州委員会はEU加盟国による高速ブロードバンド接続への国家補助
を促進すべく、国家補助規制のガイドラインを改訂
→2023年3月1日付の官報に記載

• 欧州委員会は、衛星通信にテコ入れすべく、 2022年に「域内安全接
続プログラム」に関する規則案を提出（2023年2月14日に欧州議
会第一読会で承認済み）衛星通信の強化による高速ブロードバンド
の普及促進を見込む

• ギガビット接続の使用率は2021年時点で7.6%（DESI）、2023
年の普及率は東欧で2％、西欧で6%と試算（Omdia）

• 2023年も高速ブロードバンドの持続的・堅調な伸張が見込まれる

電気通信市場：高速ブロードバンドの普及
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【EU 高速ブロードバンド普及率/世帯あたり】
全体・Rural比較

出所：DESI, Omdia, Parliament/Council, State aid,Berec,  Proposal for regulation 2014  2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

100%

90%

80%

70%

60%

•ビジネスのDX
•公共サービスのデジタル化

80%
70%
60%
50%
40%
30%
20%
10%
0%

【EU ブロードバンド普及率/世帯あたり】
全体・Rural比較

2014  2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

•ブロードバンド接続の普及率は農村で低い傾向が継続。特に高速ブロードバンド接続（ギガビット接続含む）で顕著
•欧州委員会はEU加盟国によるギガビット接続への国家補助を行うように後押し
•欧州委員会は「域内安全接続プログラム」に関する規則案を提出中。衛星通信を強化し高速ブロードバンド普及を後押し

https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/policies/desi
https://omdia.tech.informa.com/OM026417/2023-Trends-to-Watch-Gigabit-Broadband
https://data.consilium.europa.eu/doc/document/PE-50-2022-INIT/en/pdf
https://www.europeansources.info/record/guidelines-on-state-aid-for-broadband-networks/
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=consil:ST_14978_2022_INIT
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情報通信事業者：MNOの事業統合・参入

7

•イギリス・スペインでは、5Gへの投資強化を目的としたMNOの事業統合の動き、2023年に審査開始の可能性
•ドイツでは、1&1がMNOとして新規参入後、楽天の技術支援を受けて5G商用化、2023年には実働する見込み

イギリス スペイン ドイツ

VM/O2 EE VD Three

1位 2位 3位 4位

TF OR VD MM DT VD TF 1&1

統合？ 統合？ 2019年～：参入

出所：Financial Times (2022.5), Vodafone (2022.10), Orange (2022.7), 1&1

※別件：旧O2とThreeの結合事案

第3位・4位MNOが事業統合を試みている 第2位・4位MNOが事業統合を試みている 第4位MNO参入、2023年の実働を見込

【図中の略称：正称】 DT: Deutsche Telekom; EE: Everything Everywhere; MM: Masmovil; 
OR: Orange; TF: Telefónica; Three: Hutchison 3G UK; VD: Vodafone; VM：Virgin Media

1位 2位 3位 4位 1位 2位 3位 4位

5月 • VDとThreeが事業統合に向け協議

10月 •統合後事業はVD:Three＝51:49の
JV 予定

2023
年

•競争当局による審査開始の可能性
• ECJが別件※で4to3の認容基準を
示す見込み

3月 • ORとMMが事業統合に向け協議

7月 •統合後事業はOR:MM＝50:50のJV 
予定

2023
年

•競争当局による審査開始の可能性
• ECJが別件で4to3の認容基準を示
す見込み

8月 •1&1がOpen RANベースの5G
ネットワーク初期テストに成功

12月 •1&1は5G基地局を1000設置予定
•1&1は100Mbpsで世帯98％カ
バー予定

2023
年

•1&1はモバイル5Gネットワーク
を開始する予定

https://www.ft.com/content/c4f9aac3-94f0-4d4b-ae9b-5b9e97fbc2d1
https://otp.tools.investis.com/clients/uk/vodafone4/rns/regulatory-story.aspx?cid=221&newsid=1630370
https://newsroom.orange.com/orange-and-masmovil-sign-an-agreement-to-combine-their-operations-in-spain/?lang=en
https://www.1und1.ag/investor-relations-en
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情報通信法制：欧州電子通信コード（EECC）
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• EUは2018年に、アクセス指令・認可指令・枠組指令・ユニバ指令を修正・統合したEECCを公布
• EECCは、その国内法化をEU・EEA加盟国に義務づける。義務を履行していない当該国はアイルランドとノルウェーのみ

出典：GOV.UK出所：Squire Patton Boggs, EUR-Lex, Commission

【EECCの4つのポイント】
• 「電子通信サービス」概念を拡大し、OTTも規制
• ブロードバンドをユニバーサルサービスの対象に
• ユーザー（「最終利用者」）の保護
• 共同投資の促進

【国内法化の遅れ】
• 国内法化していない唯一のEU加盟国であるア
イルランドでは、すでに法案が作成されており、
2023年内の国内法化が見込まれる

• ノルウェーはEU加盟国ではないがEEA加盟国
としてEECCの履行義務を負う

履行済
未履行

https://www.squirepattonboggs.com/en/services/practice-areas/communications/european-electronic-communications-code-transposition-status#latvia
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/NIM/?uri=CELEX:32018L1972
https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/IP_22_1975
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情報通信法制：eプライバシー規則
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• 欧州委員会は対クッキー規制をEU域内で統一すべく、 eプライバシー規則を提案
• eプライバシー規則は早ければ2023年に採択される見込み

 eプライバシー規則（案）の立法手続と概要

第1章 総則
第2章 最終利用者及びそれらの端末の安全性の保護

第3章 最終利用者の電子通信コントロール権

第4章 独立監督機関及びエンフォースメント

第5章 改善措置、責任及び罰則

第6章 委任法令及び施行法令

第7章 最終規定

2023年？

同法案の採択？

2021年2月10日

同法案は欧州閣僚理事会で適宜修正のうえ合意→理事会案

2017年1月11日

欧州委員会がeプライバシー規則法案を採択

• 別称「クッキー法（cookie law）」→電子通信サービスを介して生ずるデータの処理について規定
• 規則（regulation）として採択されることでEU加盟国においてそのまま通用→ルールを統一し、規制のバラツキをなくす
• eプライバシー指令（現行）は廃止

理
事
会
案

出所：EUR-Lex, Cullen

電子通信データの処理が許される場合（6条以下）
電子通信サービスの提供、電子通信ネットワーク・サービスの安全維持・
復旧、ユーザー端末への安全リスク・攻撃の阻止等に必要な場合
＋ユーザーの同意等、一定の条件をみたす場合

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/HIS/?uri=CELEX:52017PC0010
https://www.cullen-international.com/client/site/documents/TRECEU20210011
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情報通信法制：データガバナンス法
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 EUは2020年11月25日、データガバナンス法案（Data Governance Act: DGA）を発表
 2022年5月16日には欧州議会が採択。2022年6月3日に官報に掲載され、20日後に発効した。

【現状】
• 個人データと非個人データの両方を対象とする法律
• データ共有促進とデータ流通基盤の構築が目的
• 「データ共有サービス」を定義、その提供者を中立的なデータ仲介者（data intermediaries）とし、禁止行為・監督枠組を規定
→データ共有基盤に信頼性と公平性を保証

• 共有されるデータの、日本を含む第三国への移転
→一般データ保護規則（GDPR, 施行済み）と同様、当該第三国がデータ利用に関してEUと同等レベルの保護措置を講じていることを
宣言する「十分性認定」を行う可能性あり

• GDPRにおける制裁金の規定を準用

【展望】
• 猶予期間を経て2023年9月24日から適用開始予定

• 「データ戦略」における最初の立法措置であるデータガバナンス法は、2023年9月から適用開始予定
• データの取得や処理にかかるコストが削減され、データを活用した製品やサービスを開発しやすい仕組みが構築される

出所: Commission（DGA）

https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/Policies/data-governance-act
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情報通信法制：データ法、データスペース法
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 EUは2022年2月23日、データ法案を公表

 EUは車両データ法案を2023年Q4に提案予定

• 2022年2月に欧州委員会に公表されたデータ法案（Data Act）は、早ければ2023年上旬に発効する見込み
• 車両データへのアクセスと利用条件を設定する法案を2023年Q4に提案予定

出所： Commission（データ法） ，EU理事会（データ法），Commission（EHDS）， EURACTIV（EHDS）， Commission（モビリティデータ法案）

データ法案の概要

内容

•個人データと非個人データを対象とする ・DGAを補完する
•企業データを公的機関が利用（B2G）することや、企業間
（B2B）でのデータアクセス、ポータビリティ等に関する
ルールを定める

動向
•2023年3月24日、EU理事会常任代表委員会（COREPER）
が欧州委員会および欧州議会との三者協議に向けて合意

•早ければ2023年上旬に発効する見込み

車両データへのアクセスと利用の条件を設定する法案の概要

内容
•車両データへのアクセスと利用の条件を規定
•データ法案が目的としている、EUレベルでのデータアクセス
条件の調和を目指す

動向 •2023年Q4に提案予定

ヘルスデータスペース法案の概要

内
容

•ヘルス分野における共通のEUデータスペース
（EHDS）の構築

• DGA及びデータ法を補完し、ヘルス分野の具体的な規
則を提供

動
向 •複雑な課題が多く、法案成立は遅れる見込み

 EUは2022年5月3日、ヘルスデータスペース法案を発表

https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_22_5807
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/policies/data-act
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2023/03/24/data-act-member-states-agree-common-position-on-fair-access-to-and-use-of-data/
https://health.ec.europa.eu/publications/proposal-regulation-european-health-data-space_en
https://www.euractiv.com/section/health-consumers/news/stakeholders-doubtful-eu-health-data-space-will-launch-on-schedule/
https://ec.europa.eu/info/law/better-regulation/have-your-say/initiatives/13180-Access-to-vehicle-data-functions-and-resources_en
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プラットフォーム法制：DMAとDSA
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• 「デジタル市場法（DMA）」・「デジタルサービス法（DSA）」が2022年に成立→EUのプラットフォーム法制の一翼
• DMAは2023年5月に施行、同年内に規制対象（ゲートキーパー）を指定
• イギリスでは2023年に巨大プラットフォームを規制する体制の構築を再開する予定

DMA：競争秩序を保護

適用対象 「ゲートキーパー」（売上・ユーザー数等の要件をみたす巨大プラットフォー
ム事業者）

義務内容 抱き合わせ・自己優遇・データ濫用の禁止、相互運用性・データポータビ
リティの確保等

特徴 指定ゲートキーパーを規制する「事前規制」

制裁 前年度売上高10％の制裁金＋8年間3回以上違反の場合に事業分
割も可能

DSA：基本的権利を保護
適用対象 各種デジタルサービス提供事業者

義務内容 ユーザー権利の保護、違法コンテンツの削除、政治広告の制限、「危機的
状況」対応メカニズム

特徴 事業者を①仲介（情報伝送等）、②ホスティング、③プラットフォーム、④
大規模プラットフォーム・検索エンジンに分類して異なる義務を規定する

制裁 前年度売上高6％の制裁金

出所：Reuters, Hogan Lovells

【現状】
• デジタル市場法（Digital Market Act：DMA）とデジタルサービス法（Digital Services Act：DSA）が2022年に成立
→DMAは巨大プラットフォーム（「ゲートキーパー」）のみを規制して競争秩序を保護、

DSAは全てのデジタルサービス事業者を規制し、各種事業者ごとに異なる義務を課してEU市民の基本的権利を保護
【展望】
• DMAは2023年5月2日に施行、2023年8-9月に「ゲートキーパー」を指定。Google, Amazon, Meta, Apple, Microsoftが指
定される可能性。AppleはDMAに準拠して2023年にはサードパーティーアプリストアを容認する予定

• DSAにおいて透明性確保などの義務を負う超大規模プラットフォーム事業者には、GAMAMのほか、TiktokとAlibabaも該当し得る
• イギリスでは、「デジタル市場課（DMU）」構想の法制化プロセスが2023年に再開される予定

https://jp.reuters.com/article/apple-app-store-idJPL6N3330DU
https://www.jdsupra.com/legalnews/back-on-the-agenda-uk-s-digital-market-7380975/#:%7E:text=The%20UK%E2%80%99s%20Digital%20Markets%20Unit%20is%20now%20expected,its%20powers%20coming%20into%20force%20by%20October%202023.
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プラットフォーム法制：通信インフラ費用徴収
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• EUでは2023年にOTTから通信インフラ費用を徴収することを可能にする法案について公開諮問が行われた。年内草案
公表の可能性あり

• 欧州委員会と電気通信事業者は賛同する一方で、加盟国規制当局は反対の立場を表明

出所：ETNO, BEREC, Commission

【欧州委員会・電気通信事業者】
• プラットフォームが費用を負担せず、大量のデータを消
費

• 大型プラットフォームは世界のデータトラフィックの
56%以上を占め、通信会社に年間360億~400億
ユーロの費用を負担させている

【加盟国規制当局】
• ネット中立性の原則に反する恐れ

• トラフィックと費用の相関関係は根拠不十分

• 欧州委員会の意思決定プロセスは透明性が欠如

【通信インフラ費用徴収法制の動向】
• 2021-2022年にかけて、BT、Vodafone、Deutsche Telekom、Orange、Telefonicaを含む欧州主要電気通信事業者は、
大手プラットフォーム企業が電気通信運営コストを負担する新たな取り組みを呼びかけていた

• 欧州委員会は2023年2月23日にプラットフォームが通信インフラの費用に貢献するようにする法案について3ヶ月間の公開諮問を開
始した。一方、各加盟国の規制当局は同法案に対して懸念を表明している。

賛成 反対

https://www.etno.eu/library/reports/103-investment-vhcn-2022.html
https://www.berec.europa.eu/en/document-categories/berec/opinions/berec-preliminary-assessment-of-the-underlying-assumptions-of-payments-from-large-caps-to-isps
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AI法制: EU AI規制案、AI責任指令案、英 AI規制案
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 EUは2021年4月21日、AI規制案を発表

• EUが2021年4月21日に発表したAI規制案は、 AI利用に関する世界初の規制枠組み。早ければ2023年上旬に発効
する見込み。また、2022年9月28日にはAI責任指令案も発表

• 英国では、AI規制についてイノベーション推進の方向性を示した提案がなされ、その具体化が検討されている

【AI規制案によるAI使用のリスク区分】

容認できないリスク

高リスク

限定的リスク

最小のリスク

【容認できないリスクとは？】
例えば…
人の意識を超えたサブリミナル技術を用いて、人
の行動を実質的に歪め、その人または他人に身
体的または心理的損害を与えるか、その可能性
があるもの

AI規制案の概要

内容
•AI利用のリスクを4つに区分（下図）
•最もリスクが高いものを重点的に規制

ex）使用を禁止、事前審査を求める等

制裁 •最も深刻な違反に対しては最大3000万ユーロ又は全世界売
上高6%のうち、いずれか高い方の制裁金

動向 •2022年12月6日、EU理事会がGeneral approachを採択
•早ければ2023年上旬に発効する見込み

AI責任指令案の概要

内
容

• AIシステムによって引き起こされた損害に関する情報
へのアクセス及び立証責任を軽減するルールを定める

目
的

•被害者(個人または企業)に対するより広範な保護を確立
し、補償を強化することにより、AI産業を育成する

提案の概要
背
景

• イギリスにはAIの規制に特化した法律はない
• 他の目的で作られた法律がパッチワーク的に規制している

内
容

•AIの中核的な特性のみを定義、詳細な定義は各規制当局に
委ねる→明確さと柔軟さを確保し、イノベーションの阻害を防ぐ

動
向

•2022年9月26日に本提案への意見募集が締め切られ、
今後結果が公表される予定

出所：欧州議会（AI規制案），EU理事会（AI規制案），EURACTIV（AI規制案）， Commission（AI責任指令案），GOV.UK（英国AI規制案）

 EUは2022年9月28日、AI責任指令案を発表

 英国は2022年7月18日、AI規制案を発表

https://www.europarl.europa.eu/legislative-train/theme-a-europe-fit-for-the-digital-age/file-regulation-on-artificial-intelligence
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2022/12/06/artificial-intelligence-act-council-calls-for-promoting-safe-ai-that-respects-fundamental-rights/
https://www.euractiv.com/section/artificial-intelligence/news/ai-act-meps-extend-ban-on-social-scoring-reduce-ai-office-role/
https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_22_5807
https://www.gov.uk/government/publications/establishing-a-pro-innovation-approach-to-regulating-ai/establishing-a-pro-innovation-approach-to-regulating-ai-policy-statement
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その他の法規制：メタバースとEU統一充電端末指令
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• 2023年、EUはメタバースに対して規制の方向性を明らかにするイニシアティブを開始する予定
• スマホ等へのUSB-Cポート搭載を義務化するEU新指令に対応するため、Appleは2023年に発売予定のiPhone 15に

USB-Cを導入する可能性大

出所：Commission,  Bloomberg

無線機器指令改正案の主な内容

USB充電ポート
搭載義務

携帯電話、タブレット、デジタルカメラ、携帯ゲーム機、ヘッドフォン等にUSB-C充電ポート
搭載しなければならない

異なるブランド製品の
交換性確保 デバイスのブランドに関係なく、同じUSB-C充電器で同じ速度でデバイスを充電できる

充電器とデバイスの
単独販売 消費者は新しい充電器なしで新しい電子機器を購入できる

製品情報の開示 デバイスが必要とする電力に関する情報や、高速充電をサポートしているかどうか等、
充電性能に関する関連情報を提供しなければならない

【展望】
• 欧州委員会の2023年度作業計画によれば、メタバース等のバーチャル世界へ注目して、2023年4-6月にオープンな人間中心の仮想
世界を開発するためのツールに関するイニシアティブ（非立法的措置）を開始する予定。

• 2022年、EUはスマホ等の充電器端子をUSB-Cに統一する無線機器指令（Radio Equipment Directive）の改正案を採択。
同指令改正案は2024年以降に施行予定。

• EUの新指令に対応するため、Appleは2023年に発売予定のiPhone15にUSB-Cを導入する可能性大

https://commission.europa.eu/strategy-documents/commission-work-programme/commission-work-programme-2023_en
https://www.bloomberg.com/news/newsletters/2022-10-09/will-the-iphone-15-get-usb-c-port-will-apple-aapl-release-a-wireless-iphone-l91edtxt
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本レポートに関するお問い合わせは以下よりお願いいたします
https://www.kddi-research.jp/inquiry.html
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